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1　はじめに
　1998年5月8日に公布された「電気通信分野における規制の合理化のための関係法律の整備等に
関する法律」の施行に伴い，同年11月1日より日本の電気通信料金の設定手続きが，従来の公正報
酬率規制による料金の個別認可制から事前届出制への移行並びに特定通信役務に対するプライス・キ
ャップ規制（Price－cap　regulation）の導入へと変更されることとなった1。
　海外の電気通信事業に目を向けると，すでに英国では1984年に，米国では1989年にそれぞれプラ
イス・キャップ規制が導入されており，さらにその後も，電気通信事業の料金規制に関する見直しが
行われている。だが日本では，1985年の日本電信電話株式会社（以下，NTTと略す）の発足以来，
そのNTTの分割・再編成の問題に終始していたため，料金規制をはじめとする規制緩和についての
進展は見られなかった。日本でようやく実現した電気通信料金の規制緩和は，まだ始まったぽかりで
あり，先行して導入された英国および米国のプライス・キャップ規制の経験を通じて，日本でも有用
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なプライス・キャップ規制の実施並びに更なる料金の規制緩和が期待されている。
　そこで本稿では，まず，プライス・キャップ規制導入前に採用されていた公正報酬率規制の意義お
よび問題点に触れ，その問題点を補完する料金規制として提案されたプライス・キャップ規制の理論
を明らかにする。次いで英国および米国で採用されているプライス・キャップ規制の経験について概
観した後，日本でのプライス・キャップ規制の有用性・問題点を指摘する。最後に，日本の電気通信
事業における料金規制の今後の展望を示したい。
皿　プライス・キャップ規制導入前の公正報酬率規制
　プライス・キャップ規制導入前において，英国では費用積上げ方式が，米国では公正報酬率規制が
それぞれ採用されていた2。日本では，独占経営体であった日本電信電話公社が1985年に民営化さ
れ，同時に電気通信市場への競争導入が実現されたのに伴い，第一種電気通信事業者に対し3，公正
報酬率規制による認可制が採用された。公正報酬率規制による総括原価算定の公式は以下のように示
される。
図表1　公正報酬率規制による総括原価算定の公式
出所）林敏彦編r講座・公的規制と産業③
　　　出版，1994年，59頁’←部修正）。
電気通信』NTT
　総括原価は通信役務ごとの料金総収入を示しており，利潤に相当する公正報酬があらかじめ料金総
収入に織り込まれる特殊な概念である。公正報酬が料金総収入に織り込まれる理由は次の通りであ
る。すなわち，独占的な立場にある公益企業が自由な料金設定を行うことになると，その料金は独占
価格となり，消費者の利益が害されるおそれがある。そこで，あらかじめ公正報酬を料金総収入に織
り込むことによって不当に高い料金設定を防ぐのである5。この公正報酬率規制は，そもそも米国に
おいて独占的な立場にある公益企業に対して採用されていた規制であり，電気通信市場に競争原理を
導入した日本の電気通信事業の料金規制において10年以上も採用され続けていたことは，批判され
るべきことであろう。しかしながら，公正報酬率規制の利点は次のように指摘されている。
　第一に，料金総収入である総括原価は原価を基礎として算定されるため，利用者にとって理解しや
すい料金水準設定方式となっていることである。
　第二に，電気通信事業の料金設定のための原価計算期間は3年であり6，その期間中は原則的に料
金が据え置かれるため，企業が経営努力を行うことにより，利益の獲得が可能となることである。こ
れは規制ラグ（regulatory　lag）の効果と呼ぼれる。
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　第三に，公正報酬率規制では，あらかじめ一定の公正報酬を企業に保証するため，企業は投資活動
およびサービス水準を安定させることが可能となる。
　他方，公正報酬率規制の問題点として次のことも指摘されている。
　第一に，企業の公正報酬率があらかじめ設定された公正報酬率を上回る場合，それが企業の経営努
力によるものなのか，独占的行為によるものなのかを区別することが困難なため，企業に経営効率化
へのイソセンティブを喪失させることとなる。
　第二に，電気通信事業の場合には，共通のネットワーク設備を利用して多様なサービスが提供され
ているため，共通費を個別サービスにどのように配賦するかという問題が生じることである。企業は
共通費の配賦についての恣意性は避けられず，規制当局も企業との情報の非対称性が存在するため，
正確な企業のコストを把握することができない。
　第三に，規制当局は上記の情報の非対称性を解決すべく，企業に詳細な原価資料を求める。この原
価資料は膨大であり，それを審査する規制当局は規制コストが大きくなりすぎるという問題が生じる
ことである。
　第四に，企業に過大投資のイソセソティブが働ぐことである。公正報酬率規制は公正報酬率を規制
するので，企業が公正報酬もしくは総括原価を増大させようと考えるならぽ，（1）式を見てもわかる
ように，事業資産（レート・ベース）を過荊に保有しようとするイソセンティブが企業に働くことと
なる。これはアバーチ＝ジョソソソ効果（Averch－Johnson　effect）と呼ぼれる。
　以上，公正報酬率規制の問題点を要約すると，経営効率化のイソセソティブの喪失，共通費配賦の
恣意性の問題，規制コストの問題，過大投資の誘発となる。
　公正報酬率規制のこれらの問題点を補完するために，料金規制方式の代替案が英国で検討され，パ
ーミソガム大学教授のリトルチャイルド（S．C．　Littlechild）によってプライス・キャップ規制が提
案された。
皿　プライス・キャップ規制の理論
　英菌政府は，英国の電気通信事業者であるブリティッシュ・テレコム（British　Telecommunica－
tions；以下，　BTと略す）の民営化に際し，新たな料金規制の在り方についてリトルチャイルドに諮
問した。
　リトルチャイルドは，①「制約を明示しない方式」，②「利益課税方式」，③「最高報酬率規制」，
④「利益上限規制」，⑤「市内料金上昇率抑制方式」という想定される5つの規制方式を比較検討し，
図表2（図表中の①から⑤は上記の①から⑤と対応）の結果から，⑤の基本料・市内通話料等の市内
料金に対して「物価上昇率マイナスX％」以内に制限するプライス・キャップ方式の採用を1983年に
提案した。
　このリトルチャイルドの提案によって，1984年のBT民営化に際しての料金規制として，プライ
ス・キャップ規制が採用されるに至った。その後，プライス・キャップ規制は，米国をはじめフラソ
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図表2　BTに対する利潤規制の代替案
① ② ③
?
⑤
独占の防止
効：果と革新
規制のコスト
競争の促進
株の売却益と将来見込み
「???????????????????? ????
注）　点数の低い方ほど良い。
出所）　林敏彦編『公益事業と規制緩和』東洋経済新報社，1990年，83頁（一部修正）。
図表3　プライス・キャップ規制の基本公式
　　Pt＝Pt＿1十Pt＿1（1－X）
Pt：t年における料金水準の上限
Pt＿1：t－1年における料金水準
1：年間の物価指数変化率
X：企業の年間生産性上昇努力率
出所）醍醐聰編『電気通信の料金と会計』税
　　　務経理協会，1994年，40頁。
ス，オーストラリアなど各国で採用された。プライス・キャップ規制の基本的な公式は図表3で示
している。
　図表3の1（年間の物価指数変化率）に対して，英国では小売物価指数（Retail　Price　Index；以下，
RPIと略す）が，米国では国民総生産物価指数（Gross　National　Product　Price　Index；以下，
GNP・PIと略す）がそれぞれ採用されている7。またXは，企業の過去における生産性上昇率の実績
値に，将来の効率化要請分を加えて設定された企業の生産性上昇努力率である。よって図表3は，
年間の物価指数変化率から企業の生産性上昇努力率を差し引いた率だけ料金水準を上昇させることが
できることを示しており，その上昇率を上限（cap）として，企業は自由に料金設定を行うことが可
能となる。従って，プライス・キャップ規制は，公正報酬率規制のように企業の原価および報酬とい
った会計数値を基礎として料金規制が行われるのではなく，物価水準の変動と連動させて料金の上限
を規定する料金規制であることがわかる。
　プライス・キャップ規制の理論上の利点は次のように指摘されている。
　第一に，企業は生産性上昇努力率（X）を上回る生産性の向上が実現されれぽ，利益を得ることが可
能となる。また，企業は一定の範囲内において料金設定の柔軟性が与えられている8。従って，プラ
イス・キャップ規制は企業に経営効率のイソセソティブを付与する。
　第二に，図表3を見てもわかるように，プライス・キャップ規制は料金と企業の原価との関係を
断ち切っているため，共通費配賦の恣意性の問題は生じない。また，過大投資の誘発を回避すること
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が可能となる。
　第三に，上記の第二の利点から，企業の原価算定および規制当局の監視の必要がないため，規制コ
ストを削減することが可能となる。
　このように，理論上のプライス・キャップ規制は公正報酬率規制の問題点を補完する料金規制であ
ることがわかる。それでは，実際にプライス・キャップ規制が導入されている各国では，果たしてこ
のような利点を享受することができているのであろうか。プライス・キャップ規制経験の長い英国お
よび米国の例を見てみよう。
1V　英国のプライス・キャップ規制
　英国では1984年に，時のサッチャー保守党政権の下でBTの民営化が行われるとともに，マーキ
ュリー（Merchury）の参入を認め，電気通信市場を「国営・独占」から「民営・競争」へと移行し
た9。この際，マーキュリーに対しては非支配的な電気通信事業老であるとして料金規制は行われず，
支配的な電気通信事業者であるBTに対してのみプライス・キャップ規制が採用されることとなっ
た。すなわち，英国の電気通信市場では全ての電気通信事業者に対し，同一の規制が課せられたので
はなく，事業者によって異なる規制を課すという非対称規制が適用されたのであった。
　BTに採用された導入当初のプライス・キャップ規制は，規制の適用対象とされるバスケットを基
本料および国内ダイヤル通話料とし，このバスケット全体についての料金値上率を，先に述べた
RPI－Xを上限として抑えられれぽ，バスケット内の料金を自由に設定することが可能となった。プ
ライス・キャップ規制導入当初，Xの値は3％と設定されたので10，　RPIの値が例えぽ5％であれぽ
2％（5％－3％＝2％）の料金値上率を上限として，バスケット内の料金を自由に設定することが可
能となった。但し，基本料についてはサブキャップ（subcap）として，　RPI＋2％の値上率を超えて
はならないという副次的な制約が課せられた11。
　プライス・キャップ規制導入当初におけるBTの主要サービス価格の変化は，図表4に示される。
図表4によれぽ，プライス・キャップ規制導入から4年間で認められたBTの料金値上率は7。4％で
ある。BTは市内通話料を大幅に値上げし，市外通話料を大幅に値下げしたことによって，料金のリ
パランシングを積極的に行ったことがわかる。このことはBTに対し，料金設定の柔軟性が与えられ
たことを示している。しかしながら，BTの料金設定の柔軟性が与えられたといっても，競争状態に
ないサービスである市内通話料については料金を引き上げ，マーキュリーと競争的なサービスにある
市外通話料については料金を引き下げていたという事実があり，BTにとって好都合な料金設定が行
われていたのであった。このようなBTの料金リバラソシングの結果，　BTの報酬率は図表5で示さ
れるように推移した。図表5を見てもわかるように，BTの報酬率の水準は高く，特に1986年および
1987年の報酬率は20％を超え，プライス・キャップ規制導入前（1983年）の報酬率を上回る結果と
なった。
　以上のようなBTにおける過度の料金リパラソシングおよび高い報酬率を受けて，英国の電気通信
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図表4　BTの主要サービス価格の変化（1984年一1987年）
（単位：％）
1984年 1985年 1986年 1987年
RPIの変化
RPI－3
認められた値上率＝価格の変化
　局線賃貸料
　　住宅用
　　事務用
市内通話料
　標準時
市外通話a（56キロメートルまで）
　標準時
市外通話b1（56キロメートルを超える高トラピック区間）
　標準時
市外通話b（上記以外の56キロメートルを超える区間）
　標準時
十5．1
十2．1
十2．1
十7，1
十6．8
十6．8
十6．8
一10．2
一13．9
十7．0
十4．0
十4．1
十8．5
十8．8
十6，4
十18．3
一13，2
一4．9
十2．5
－0．5
－O．1
十3．7
十3．9
十6，4
十1．1
一12．0
一17．0
十4．2
十1．2
十1．3
??
0．0
0．0
0．0
0．0
出所）　西田達昭『日米電話事業におけるユニバーサル・サービス』法律文化社，1995年，145頁（一部抜粋）。
図表5　BTの報酬率の推移
（単位：％）
? 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989
報酬率 19．3 17．5 19．2 20．2 21．4 18．2 17．2
出所）醍醐聰編『電気通信の料金と会計』税務経理協会，1994年，118頁（一部修正）。
庁（0伍ce　of　Telecommunications；以下，　OFTELと略す）は，プライス・キャップ規制の強化を
行うことにした。また，このOFTELによるプライス・キャップ規制の強化は数次に渡って行われ，
その規制の強化は主に，バスケットの範囲の拡大および生産性上昇努力率であるX値の改定であっ
た。図表6は，1984年のプライス・キャップ規制導入時から1997年までのプライス・キャップ規制
を示している。
　図表6に示されているように，プライス・キャップ規制の見直しが行われる度に，X値は4．5％→
6．25％→7，5％と引き上げられたことがわかる。それでは，この改定されたX値は1989年以降，どの
ように設定されたのであろうか。
　X値の改定に際し，OFTELはBTから原価・利潤等の会計データ並びに事業・投資計画の提出を
受ける。次いで，需要動向，BTの内部効率向上の期待値，イソフレ率の推移等を加味して，将来の
BTの財務予測を行う。そしてこれらに基づきコンピュター・モデルによって複数の値を算出し，概
ね公正報酬率に一致するようにXを算定したのであった12。すなわち，英国におけるプライス・キャ
ップ規制は公正報酬率規制の問題点を補完すべく採用されたのにもかかわらず，結局，実態上は公正
報酬率規制に近い料金規制となっていたのであった。従って，プライス・キャップ規制は理論上，構
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図表6　英国におけるプライス・キャップ規制の推移
規制期間 対象サービス その他の規制
BTの売上高に占める規制対象比率
RPI－3％ 1．基本料（事務用および住宅用） 1．住宅用基本料（最大RPI＋2） 48～53％
（1984～1989）2．国内ダイヤル通話料 2，低利用ユーザー向け料金
RPI－4．5％1．基本料（事務用および住宅用） 1．基本料（事務用および住宅用） 55～56％
（1989～1991）2．国内ダイヤル通話料 2．設備料（RPI＋2）
3．国内手動通話料，番号案内 3．低利用ユーザー向け料金
4．専用線バスケット（RPI＋0） 4．代表的住宅用請求書の導入（イ
5．0800，0345サービス ンフォーマルな規制）
RPI－6．25％1．基本料 1．住宅用および1回線利用の基本 64～66％
（1991～1993）2．国内ダイヤル通話料 料（RPI十2），複数回線基本料iRPI＋5）
3．手動通話料，番号案内 2．設備料（RPI＋2）
4．専用線バスケット（RPI） 3．低利用ユーザー向け料金
5．国際ダイヤル通話料 4．中位住宅用請求書（RPI）
6．クオリティ割引，大口割引
7．0800，0345サービス
RPI－7．5％1．基本料 1．基本料（RPI十2），ただし卸売 64～67％
（1993～1997）2．国内ダイヤル通話料 は（RPI＋5）
3．手動通話料，番号案内 2．基本料を除くバスケット内の個@　別サービスは（RPI）
4．専用線バスケット，国内アナロ
@　グ，国内デジタル，国際（RPI）3．低利用ユーザー向け料金の拡大
5．国際ダイヤル通話料
U．設備料．
4．個別のアナログ専用線（RPIﾚ・デジタ璽聡（RPI
7．0800，0345サービス
出所）福家秀紀『情報通信産業の構造と規制緩和一日米英比較研究一』NTT出版，2000年，139頁（一部抜
　　　粋）。
造が単純・簡便であるのに対し，実践ではBTの将来の需要動向や費用，資本コスト等を考慮してい
たため，プライス・キャップ規制の運用は複雑となり，規制コストも削減することができなかっ
た13。このように，英国におけるプライス・キャップ規制の実践は，リトルチャイルドが当初想定し
たそれとは大きく掛け離れた料金規制となり，プライス・キャップ規制に対する批判的な見解が多く
聞かれるようになった。
　そのような中，OFTELは1997年8月以降の料金規制に関する最終文書を公表した。ここで小売
料金において14，十分な競争状態にない住宅用および小規模事務用については，2001年までプライス
・キャップ規制とし，その他は基本的に非規制とした。住宅用の場合，市内通話，市外通話，国際通
話，その他の通話（移動体への通話等），および基本料の合計請求額で少ない方から80％の加入者の
みを対象とし，これらのサービスの合計に対してRPI－4．5％のプライス・キャップ規制を適用する。
他方，小規模事務用の場合は，通話料を住宅用と同額かそれ以下とし，基本料はRPI以上の値上げ
を認めないことにした。この1997年8月以降の料金規制によれぽ，従来BTの総収入の65％前後が
プライス・キャップ規制の対象となっていたのに対し，BTの総収入の26％のみがその規制対象にな
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るという規制緩和案となった15。
　このように英国では，批判されていたプライス・キャップ規制の問題点を補完したり，プライス・
キャップ規制に代わる料金規制を導入するということを考えるのでなく，市場での競争原理によって
料金規制を極力行わない方向へ向かっていることがわかる。これを実現するためにも，OFTELは多
くの事業者に免許を与え，市場での競争を促進させ，利用者保護の必要な市場においては公正競争条
件の確保および規制緩和を積極的に行っているのである。さらに翻って考えてみると，市場での競争
を実現するにあたり，非対称規制の適用は有効であったと思われる。非対称規制の適用により，支配
的事業者であるBTに対してはプライス・キャップ規制を適用し，他の非支配的事業者に対しては非
規制とすることによってBTの市場支配力を低下させ，　BTと他の多くの非支配的事業者との競争が
促進されることとなった。すなわち，非対称規制の適用は電気通信市場に自由競争を促し，その結
果，電気通信料金の料金規制を極力課さないという規制緩和をもたらしたということができよう。
V　米国のプライス・キャップ規制
　連邦通信委員会（Federal　Communications　Commission；以下，　FCCと略す）は，　AT＆T
（American　Telephone＆Telegraph）の長距離市場におけるシェアが低下したことおよびアクセス
・チャージによる料金リバラソシソグがほぼ終了したことに伴い，1989年にAT＆Tの料金規制を
従来の公正報酬率規制からプライス・キャップ規制へと変更した。このプライス・キャップ規制は，
支配的事業者と認定されたAT＆Tに対してのみ課せられる規制であり，　AT＆T以外の長距離通信
事業者の料金規制は非規制であった。従って，米国の長距離通信市場においても英国同様，非対称規
制が適用されたのであった。AT＆Tに対するプライス・キャップ規制の公式は以下のように示され
る。
　図表7を見てもわかるように，米国におけるプライス・キャップ規制の公式は，導入当初から英
図表7　米国におけるプライス・キャップ規制の公式
　　　　PCIt＝PCIt－1｛1十W（GNP・PI－X）十dYIR十dZIR｝
PCI：料金水準の上限となるプライス・キャップ指数（Price　Cap　Index）
W：アクセス料金の変更以外によって変化する収入シェア
GNP・PI：国民総生産物価指数
X：生産性上昇努力率（導入時から3％と設定16）
R：基準年の総収入（前年度の総費用）
dY：アクセス料金の変化から生じるアクセス費用の変化
dZ：事業者にとって外生的な構造変化から生じる費用の変化
出所）林敏彦編『公益事業と規制緩和』東洋経済新報社，1990年，85頁および
　　　山本哲三「イソセンティブ規制の理論と実際一米国電気通信事業のイソ
　　　センティブ機構一」『公益事業研究』第48巻第1号，1996年，88～89頁
　　　より作成。
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国のRPI－Xの公式よりも複雑であった。特に，アクセス料金の変化から生じるアクセス費用の変
化（dY）および税金，規制上の調整等についての費用の変化（dZ）といった外生的な費用について
も料金改定に考慮されることとなった17。またFCCはAT＆Tに対し，プライス・キャップ規制の
対象となるサービスを3つのバスケットに分類した。バスケット1は住宅用・小口事務用サービス，
バスケット2は800番サービス，バスケット3は大口事務用サービスである。これら3つのバスケッ
トはそれぞれバスケットごとに上限価格が設定され，その上限価格内であれぽバスケット内のサービ
ス料金を自由に設定することが可能となった。このことは，バスケット間の内部相互補助，不正な料
金リバラソシングを防止しようという観点から設定されたものである。さらにFCCは，個別のサー
ビス料金変動幅を年間でプライス・キャップの±5％までと制限することにより，AT＆Tが略奪的
な料金設定を行わないよう二次的な制約を課した。
　このようなプライス・キャップ規制の下，AT＆Tの州際電話料金（長距離電話料金）は予想以上
の値下げが行われることとなった。図表8によれば，4年間でGNP・PIが16。1％上昇しているにも
かかわらず，AT＆Tの州際電話料金はプライス・キャップ規制により，5％前後の料金低廉化が実
現されたのであった。このことは，消費者が料金値下げの恩恵を受けていたという観点から，大いに
評価されるべきことであろう。
　　　　　　図表8　4年間のAT＆Tの料金変化（GNP物価指数との対比）
　　変化率
　20．0％
　15．0％
　10．0％
　　5．0％
　　0．0％
　－5．0％
－10。0％
　　　　　　バスケット1　　バスケット2　　　住宅向料金　　GNP物価指数
　　　　　　（－4．4％）　　（－6．1％）　　（－5．3％）　　（16．1％）
　出所）山本哲三「インセソティブ規制の理論と実際一米国電気通信事業のイソセソティブ機構一」
　　　　『公益事業研究』第48巻第1号，1996年，86頁。
　この料金低廉化に伴うAT＆Tの報酬率は，1989年に11．0％，1990年に13．7％，1991年に13．4％
と推移した18。AT＆Tに対して認可された最後の公正報酬率が12％であったことと比較すると，ほ
ぼこの値に相当する報酬率が得られていたことがわかる。このことから，公正報酬率を基準としてプ
ライス・キャップ規制における報酬率を想定していたと考えられるため，結局，米国のプライス・キ
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ヤップ規制も英国同様，公正報酬率規制に近い料金規制となっていたのであった。
　プライス・キャップ規制における報酬率に重要な影響を与えるX値であるが，米国ではその水準
の決定に際し，全要素生産性（Total　Factor　Productivity；以下，　TFPと略す）を用いている。
TFPとは，労働・経営・投資等，企業の生産要因の効率を総合的に表す指標である19。　TFPは，統
計的に算出方法が確立されておらず，仮定の設定方法によって算出される数値が大きく変動するおそ
れがあるため信頼性に欠けると批判される。そのような批判があるにもかかわらず，米国では1997
年の決定文書においてTFPによる計算事例が紹介され，その算定経過は第三者による再現が可能な
ところまで情報が開示されており20，X値算定プロセスの透明性は確保されているといえよう。
　AT＆Tに対するプライス・キャップ規制では，州際電話料金の低廉化をもたらしたことは大いに
評価できるが，プライス・キャップ規制下の報酬率は公正報酬率とさほど変わらない水準で抑えられ
ていたため，AT＆Tに対する経営効率のインセソティブが付与されていなかったのではないかと考
えられる。また，公正報酬率を考慮するにはAT＆Tの会計情報を必要とするため，規制コストの
削減には至らなかったと考えられる。さらに，先にも述べたようにAT＆Tに対するプライス・キ
ャップ規制の公式である図表7は複雑であり，ここでも規制コストの削減を実現することはできな
かったのである。
　そのような問題を抱える中，FCCはプライス・キャップ規制の適用範囲を徐々に縮小していくと
いうプライス・キャップ規制の見直しを行うことによって，より簡素化されたプライス・キャップ規
制へと移行させた（図表9参照）。つまり，AT＆Tの市場支配力が低下し，　FCCが十分に競争的で
あると判断したサービスをプライス・キャップ規制の対象から除外していったのであった。さらに，
図表9　プライス・キャップ規制の適用範囲の変遷
1989年 1991年 1993年 1995年
バスケット1
Z宅用サービス
バスケット1
Z宅用・小口事務用
Tービス
バスケット1
Z宅用・小口事務
Tービス
バスケット1
Z宅用・小口事務用
Tービス
バスケット2
W00番サービス
バスケット2
W00番サービス
　　　十　　　　　　　　　　　　十
W00番の番号案内　　　800番の番号案内
Tービス　　　　　　　サービス
@　　十　　　　　　　　　　　　十
@アナログ専用　　　　　アナログ専用
バスケット3
蛹緖末ｱ用サービス
　　十
Aナログ専用
注：囲まれた部分がプライス・キャップ規制が適用されたことを示す。1991年8月の裁定では，バスケット3の
　　アナログ専用線について，プライス・キャップ規制が存続されるが，これ以外のバスケット3では簡素化さ
　　れた規制が適用されることを示す。
出所）浅井澄子『電気通信事業の経済分析［増補改訂版］一日米の比較分析』日本評論社，1999年，72頁。
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1996年にFCCは，　AT＆Tが非支配的事業者であると認定し，プライス・キャップ規制を解除した
ため，AT＆Tのサービスは他の長距離通信事業者同様，料金規制の適用が行われないこととなっ
た。つまり，米国の長距離通信市場においては，料金規制を課す必要のない自由競争が実現されたの
であった。このような状況に至った背景として，非対称規制の適用が有効であったと考えられる。す
なわち，支配的事業者であるAT＆Tにプライス・キャップ規制を，その他の長距離通信事業者に
料金規制を非規制にすることにより，AT＆Tに対して料金規制を行う一方，その他の長距離通信事
業者には需要の変化に対応する料金設定を可能とさせた。そしてその結果，独占的な立場にあった
AT＆Tの市場占有率を低下させ，電気通信市場における自由競争を促すことになったと考えられ
る。従って，米国の非対称規制も英国同様，電気通信市場の自由競争を実現させ，長距離通信市場に
おける料金規制の非規制をもたらしたということができよう。
W　日本のプライス・キャップ規制
　日本においては，1998年の電気通信事業法改正により，従来の公正報酬率規制による個別認可制
から事前届出制へと変更されることとなった。この事前届出制とは，第一種電気通信事業者が電気通
信役務の料金を定める又は料金を変更する際に，その実施の7日前までに届出事項を郵政大臣に届
け出ることである21。従来の個別認可制では事前に料金規制が行われたのに対し，届出制は第一種電
気通信事業者が競争に適応した柔軟で迅速な料金の設定を可能とさせ，ここに電気通信事業の大幅な
規制緩和が実現された。また，競争が十分進展していないサービスで，利用者の利益に及ぼす影響が
大きい役務である特定電気通信役務，すなわちNTTの地域通信事業（市内電話事業）については市
場占有率が極めて高い水準にあるため22，プライス・キャップ規制が適用される。その適用を受ける
のは，NTTの地域通信事業を営む東日本電信電話株式会社および西日本電信電話株式会社（以下，
東西地域会社と略す）のみである23。従って，NTTの東西地域会社にはプライス・キャップ規制が，
その他の第一種電気通信事業者には届出制がそれぞれ採用されるため，日本においても英国および米
国と同様に非対称規制が適用されることとなった。
　NTTの東西地域会社に適用されるプライス・キャップ規制は，2000年10月1日から適用される予
定であるため24，ここでは先に述べた英国および米国のプライス・キャップ規制を参考にしつつ，日
本におけるプライス・キャップ規制実施の有用性・問題点を指摘する。日本におけるプライス・キャ
ップ規制の公式は図表10のように示される。
　図表10のプライス・キャップ規制の公式が適用されるバスケットは，電話役務・ISDN役務および
図表10　日本におけるプライスキャップ規制の公式
基準料金指数＝前期の基準料金指数×（1＋前年度の消費者物価指数変動率一生産性向上見込率（X）±外生的要因）
　　　　　　　　　　初回の基準料金指数は，導入時の料金水準を100として表す。
出所）　郵政省『新たな料金欄度の運用の在り方に関する研究会報告書』郵政省，1998年。
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専用役務の2つである25。電話役務・ISDN役務のバスケットの中に含まれる料金は，施設設置負担
金，基本料，県内通話料・通信料，番号案内等であり，施設設置負担金および基本料についてはサブ
バスケットが設けられる。専用役務のバスケットの中に含まれる料金は専用料等である。バスケット
全体に対する料金の上限水準を定めるのが基準料金指数の値であり，その適用期間は毎年10月1日
から1年間である。仮に基準料金指数が99と算定された場合には，バスケット全体で年間1％の値下
げが求められる26。この基準料金指数以下の料金については，届出のみで東西地域会社が自由に料金
を設定することが可能であるが，基準料金指数を超える料金引き上げについては，原則として認めら
れていない27。
　日本におけるプライス・キャップ規制の公式では，年間の物価指数変化率として消費者物価指数変
動率を用いる。この消費者物価指数変動率は，当年の政府見通しを用いるべきという意見もあった
が，①規制の透明性の確保，②補正の必要性，③英米の制度との整合性から前年度の実績値を用いる
こととした。また，外生的要因の考慮事項としては，消費税等の変更，法人税率の変更，規制制度の
変更など東西地域会社の管理外で発生したコストの変化であり，東西地域会社の経営に多大な影響を
与える事象としている。さらに，プライス・キャップ規制において重要な影響を与える隼産性向上見
込率（X）であるが，その水準は，東西地域会社の収入予測，費用予測，報酬額等に基づき算定するミ
ックス生産性準拠方式の採用が提言された。ミックス生産性準拠方式によるX値算定の公式は図表
11のように示される。
図表11　ミックス生産性準拠方式によるX値算定の公式
　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e
　　　　　　Σ（F，×M，×（1＋CPIrX）t）ニΣ（Ct＋N・）
　　　　　　t＝s　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝s
F，：t年の需要量（Xの関数となる。）
Mt：現行料金の場合の1需要当たりの収入額
CPI，：t年の前年度における消費者物価指数変動率
Ct：t年の費用（人件費，物件費，減価償却費等）
N，：t年の報酬（自己資本コスト＋他人資本コスト）＋利益対応税
s：算定期間の初年度
e：算定期間の最終年度
出所）郵政省『電気通信分野における上限価格方式の運用の在り方（新たな料
　　　金制度の運用等の在り方に関する研究会報告書）』郵政省，1999年。
　図表11の右辺の式を見ると，X値算定に際し，東西地域会社のt年の費用（α）およびt年の報
酬（Nt）を考慮しているため，公正報酬率規制による総括原価の公式（図表1参照）と類似してい
ることがわかる。t年の報酬（Nt）の算定にあたり，その報酬率が問題となる。すなわち，　t年の報
酬（Nt）の算定の際に，従来の公正報酬率に基づいて算定することになると，　X値算定においては
公正報酬率を考慮することとなる。そこで，プライス・キャップ規制における報酬率算定の公式を図
表12で見てみよう。
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図表12　プライス・キャップ規制における報酬率算定の公式
鱒［上限値　～下限値］一（他人資本・ス・）・（他人資本比率）・［：：：器：瑠］・（自己資辮）
●自己資本コストの上限値：主要企業の平均資本コスト又は資本資産評価モデル（CAPM：Capital　Asset　Pric・
　　　　　　　　　　　ing　Model）的な手法のうちいずれか低い方
●自己資本コストの下限値：ゼロ　　　　　　　　　　　　　　　1
出所）郵政省『上限価格方式の運用に関する研究会報告書』郵政省，2000年。
　図表12における報酬率は，上限値から下限値まで設定可能となっている。報酬率を上限値として
算定すると，東西地域会社に過剰な利益を招くおそれがあり，料金の低廉化による利用者利益の保護
を十分に果たせないおそれがある。他方，報酬率を下限値として算定すると利用者利益の保護を果た
すことができるが，東西地域会社の経営効率のインセンティブを付与することができない。そこで郵
政省は報酬率の算定について，利用者利益，東西地域会社の利益，経済動向等を総合的に勘案し，上
限値から下限値の間で機動的に運用することが適当であるとしている28。そのため，報酬率の上限値
および下限値の平均値である中間値を目安としている。
　プライス・キャップ規制における報酬率は郵政省が中間値を目安として設定するのに対し，公正報
酬率規制における公正報酬率は企業が上限値と下限値との間で自由に設定できるという相違があるも
のの，両者の報酬率算定の公式はほぼ同じである（注4参照）。従って，日本のプライス・キャップ
規制も結局のところ，英国および米国と同様に公正報酬率規制に近い料金規制であることがわかる。
　次いで，図表11の左辺の式にあるt年の需要量（Ft）および現行料金の場合の1需要当たりの収
入額（Mt）における需要・収入の予測について，郵政省によれぽ29，「NTTによるバスケットごと
の中期的な需要・収入見通し，統計的手法による市場全体の需要予測・NTTとNCC（筆者注：新
規参入事業者）のシェア予想等を勘案して，郵政省が予測する」としている。また，t年の費用
（α）における費用予測については，「NTTの収支見通し・経営効率化の計画，諸外国及び国内の電
気通信事業者の生産性・効率性の比較や計量経済学的方法等による計測等を基にして，NTTがX値
算定期間の最終年度におけるNTTの適正費用を推計する」としている。このように，需要・収入の
予測，費用予測は，統計的手法および計量経済学的方法等に基づいて予測されるが，この予測はどこ
まで正確性，信頼性が得られるものなのであろうか。予測を行うにあたり，恣意性が介入するおそれ
もあり，妥当な数値を得られない可能性もある。従って，予測に際し，利用者および東西地域会社の
双方が納得し得る客観的な手法が求められるであろうし，その手法を公表することによって透明性を
確保することが必要であると考えられる。さらに，需要・収入の予測，費用予測において，東西地域
会社は郵政省に膨大な資料を提出することが求められ，郵政省はその資料に基づき予測を行うことに
なると，規制コストは削減されないであろう。
　他方，米国および英国においてそうであったように，プライス・キャップ規制の導入により，日本
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でも料金リバラソシソグが期待される。利用者にとっては特に，将来において競争状態が実現するで
あろう県内通話料・通信料および大口利用者（事務用）向けサービスについての料金値下げが期待さ
れる。また，東西地域会社にとっては個別認可制を要さずに料金の変更を自由に行うことが可能とな
り，経営効率化による利益が生じても一定期間内は追加的に値下げを強制されることがないため，経
営上のインセンティブが付与されると考えられている。
V匝　おわりに
　本稿では，プライス・キャップ規制を中心として英国，米国，日本の電気通信事業における料金規
制について見てきた。
　リトルチャイルドによって提案されたプライス・キャップ規制は，公正報酬率規制の問題点を補完
する料金規制として注目を集め，実際に英国，米国をはじめ各国で導入された。英国および米国では
プライス・キャップ規制の理論上の利点をほとんど享受することができず，両国のプライス・キャッ
プ規制は結局のところ，公正報酬率規制に近い料金規制となっていた。そのような中，英国および米
国ではプライス・キャップ規制の問題点を補完したり，プライス・キャップ規制に代わる料金規制を
提案するといったことを行わず，料金規制を極力行わない方向へ向かうこととなった。つまり，原則
として自由競争によって各電気通信事業者が自由に料金設定を行うこととし，競争が実現せずに利用
者保護の必要な市場においては，公正競争条件の確保並びに規制緩和を行うことによって徐々に競争
を実現しようとしたのであった。このような考えに従い，英国ではBTの総収入の26％に相当する
サービスのみをプライス・キャップ規制の対象とし，米国では長距離通信市場におけるプライス・キ
ャップ規制を解除して料金規制を非規制とした。従って，英国および米国のプライス・キャップ規制
は，電気通信事業者が電気通信市場において自由競争を実現するまで用いる過渡的な料金規制である
と位置付けることができよう。また，電気通信市場の自由競争を実現するにあたり，非対称規制は有
効であったと考えられる。すなわち，支配的な事業者に対してはプライス・キャップ規制を適用し，
その他の非支配的事業者に対しては非規制とすることにより，独占的立場にあった支配的事業者の市
場占有率を低下させ，電気通信市場における自由競争を実現することができたのであった。そして，
その自由競争の実現により，電気通信事業における料金規制を課す必要がなくなったのである。
　日本においても英国，米国よりも10年以上遅れて，2000年10月1日よりプライス・キャップ規制
が適用された。このプライス・キャップ規制導入によって，料金リバランシソグによる県内通話料・
通信料および大口利用者向けサービスの値下げが期待される。他方，日本のプライス・キャップ規制
は英国および米国と同様に，公正報酬率規制に近い料金規制であることを問題点として指摘した。し
かし，こうした日本のプライス・キャップ規制における問題点も，NTTの東西地域会社が現在独占
状態にある地域通信（市内電話）市場の競争が実現されれぽ，英国および米国が経験したように料金
規制を課さない方向へ向かうのではないかと考えられる。奇しくも，2001年5月に日本テレコムお
よびKDDIが地域通信市場に参入する予定であり30，1985年の通信自由化以降もNTTの独占状態に
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あった地域通信市場において，本格的な競争が行われることとなる31。NTTの東西地域会社にはプ
ライス・キャップ規制を，日本テレコムおよびKDDIといったその他の第一種電気通信事業者には
届出制を採用するといったように，日本においても英国および米国と同様に非対称規制が採用されて
いることから，独占的立場にあるNTTの東西地域会社の市場占有率が低下し，地域通信市場の自由
競争の実現が期待される。この地域通信市場における自由競争が実現されれぽ，将来，日本における
．プライス・キャップ規制は解除され，地域通信市場における料金規制は非規制になるものと考えられ
る。今後の地域通信市場における料金規制の動向に注目していきたい。
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